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We tried to estimate a location of the fault plane and magnitude of the 1828 Sanjo earthquake using the seismic intensity 
distribution data obtained from historical documents. Seismic intensity at a site can be calculated using attenuation curve 
and site amplification factor if source parameters and site location were given. It is possible that the source parameters are 
looked for conversely from the seismic intensity distribution, too. We searched the combination of fault location and 
magnitude to reproduce the seismic intensity distribution of the event well. The moment magnitude was estimated at 6.6 and 
the location of the fault was at the east margin of Echigo Plain in the east side of Sanjo city. 
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§1. はじめに 

1828 年 12 月 18 日（文政 11 年 11 月 12 日）に発

生した三条地震は，激震地域が信濃川流域の平地

で，震央位置は三条市付近（東経 138.9°，北緯

37.6°），震度６の範囲の広がりからマグニチュード

（Ｍj）6.9 と推定されている（宇佐美，2003）． 

この地震については，史料が数多く残されており

（東京大学地震研究所，1984，1989，1994），集落ご

とに家屋の被害数に関する詳細な記録が残されてい

る．これらの史料に基づき，特に震源付近の詳細な

震度分布図が示されている（例えば，冨田・他，

1986)．しかし震源断層については必ずしも明らかに

されていない．大木･他(1998)はジオプレッシャー熱

水による温度異常分布から三条市市街付近を通る

東落ちの伏在活断層が存在する可能性を示してい

るが，1828 年三条地震との関連性については言及し

ていない．また反射法地震探査結果やボーリング資

料でも，断層の存在は確かめられていない（地質調

査総合センター，2002）． 

近年，国の中央防災会議や地震調査研究推進

本部では，距離減衰式を用いた簡便法による地震

動評価においても，点震源ではなく震源となる断

層面を想定することが一般的となっている（例えば，

地震調査研究推進本部，2002）．したがって歴史

地震についても震源断層を特定していくことが重

要となりつつある． 

一方，震度分布から震源情報を抽出する試みは

いくつか行われている．中村・他（1996）は，日本列

島下の三次元減衰構造を用いて広域の震度分布

が再現できることを示し，歴史地震における震源位

置の推定への適用性を議論している．また，神田・

他(2003)は，震度の距離減衰式を用いて広域の震

度分布データから震源断層上のエネルギー放出

分布をインバージョンする手法を提案し，1944 年

東南海地震，1946 年南海地震へ適用している．中

村・他（1996）では地形・地質の違いによる地盤特

性の違いは考慮されていない．神田・他(2003)では，

観測震度と距離減衰式との差として地盤特性を評

価しているが，現在の震度観測点が近傍にない場

所では地盤特性は評価されないことになる． 

本報告では，中央防災会議や地震調査研究推

進本部が用いている距離減衰式と地形分類に基
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づく地盤増幅を用いた地震動評価により，1828 年

三条地震の震度分布を説明できる断層面位置とマ

グニチュードの推定を試みた． 

 

§2. 評価方法 

評価手法のフローを図－１に示す．はじめに断層

パラメータの変動範囲を設定し，変動範囲内で断層

面の大きさ（長さ，幅）及び位置（基準点，走向，傾斜

角，深さ）並びにモーメントマグニチュード(Ｍw)を複

数ケース想定した．震度の計算は，司・翠川(1999)に

よる硬質地盤上(Vs600m/s) での最大速度の距離減

衰式と防災科学研究所による500mメッシュ地形分類

データから求められた表層地盤増幅率（久保・他，

2003）より適合性評価地点の地表における最大速度

を計算し，内閣府（2001）による速度と震度の関係式

を用いて地表の震度(Ic：計算震度)に置き換える．こ

こで距離減衰式は断層最短距離による評価式を採

用した．震度の適合性評価は，(１)のように評価地点

における Io と Ic との差を用いた指標(FP)を計算する．

予め設定した範囲内で FP が最小となるように断層面

位置のグリッドサーチを行い，Ｍw の設定範囲内で

FP が最小となるケースを最適な断層パラメータと判

断した． 

   ( ) NIcIoFP ∑ −= 2
            (１) 

 ここで，Ｎ：適合性評価地点数 

 

§3. 評価方法の妥当性の検討 

本手法の妥当性を検討するため，震源が 1828 年

三条地震に比較的近いと考えられる 2004 年新潟県

中越地震の断層面を本手法により推定した。 

はじめに距離減衰式の妥当性を検討するために，

2004 年新潟県中越地震の本震及び余震で F-net か

ら示されたＭw5.5 以上の８地震（防災科学技術研究

所，2005）について，震度の距離減衰式を調べた．

計算震度の精度は，新潟県内の震度観測点におけ

る計測震度（Io）と本手法により計算した震度（Ic）との

差を求め，地震毎の差の平均値により確認することと

した．ここで断層最短距離は気象庁による震源から 

 
等価震源距離
(Ｘeq)の計算

地表の最大速度(Ｒ×Ｖ)の計算

地表の震度(Ic)の計算

表層地盤増幅率
(Ｒ)の算定

適合度(FP)の評価

適合度評価対象地点

緯度・経度 震度(Io)

断層面の大きさ・位置

及びＭwの設定

司・翠川（1999）による
硬質地盤上の最大速度(Ｖ)の計算

Io と Ic の分布の適合性を判定 

断層最短距離
（X）の計算 

適合性評価地点 

 
 

図－１ 評価手法のフロー 

 

の距離として計算した．８地震の諸元及び地震毎の

差の平均及び標準偏差を表－１に示す．計測震度と

計算震度の平均的な差は小さく，最大でも 0.3 程度

となっている． 

次に，2004 年新潟県中越地震の本震（Ｍj6.8）に

ついて，§2 に示した手法により断層パラメータを推

定した．本震の断層は国土地理院（2005）から報告さ

れている震源モデルを参考にして，長さ 20km，幅

10km，走向 210°，傾斜角は西側傾斜で 50°とし，

上端深さは 3km とした．断層面の基準点の探索範囲

は ， 余 震 分 布 等 を 参 考 に し て ， 東 経 138.85 ～

139.15°，北緯 37.05～37.50°の範囲で 0.05°刻

みの格子点上に設定した．また，Ｍw の探索範囲は

6.4～7.0 とした． 

 適合性評価地点は，歴史地震資料では震度４以

上の記録に比べて震度４未満の記録が少ないと考え 

られることと，司・翠川（1999）の距離減衰式の適用範

囲等を考慮し，以下のケースとした． 

ケース①：震源距離 200km 以内の震度４以上の地点 

ケース②：震度５弱以上の地点 

ケース③：震源距離 100km 以内の地点 

ケース④：震源距離 50km 以内の地点 

ケース①及び②は震度を基準に適合性評価地点 

震源位置 Io－Ic 
№ 地震発生日時 

東経 北緯 深さ
Ｍw 

震度観

測点数 平均 標準偏差

1 2004.10.23 17:56 138 ﾟ 52.0' 37 ﾟ 17.6' 13km 6.5 121  0.02 0.48 

2 2004.10.23 18:03 138 ﾟ 59.0' 37 ﾟ 21.2'  9km 6.0 105 -0.19 0.55 

3 2004.10.23 18:12 138 ﾟ 49.8' 37 ﾟ 15.2' 12km 5.7 113  0.16 0.53 

4 2004.10.23 18:34 138 ﾟ 55.8' 37 ﾟ 18.4' 14km 6.2 119  0.21 0.66 

5 2004.10.23 19:46 138 ﾟ 52.6' 37 ﾟ 17.7' 12km 5.5 108 -0.30 0.66 

6 2004.10.25 06:05 138 ﾟ 56.8' 37 ﾟ 19.8' 15km 5.6 115 -0.02 0.56 

7 2004.10.27 10:40 139 ﾟ 02.0' 37 ﾟ 17.5' 12km 5.9 120  0.11 0.58 

8 2004.11.08 11:16 139 ﾟ 01.9' 37 ﾟ 23.8'  0km 5.5 120 -0.19 0.50 

表－１ 2004 年新潟県中越地震本震及び余震の計算震度の精度 
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を抽出し，ケース③及び④は震源距離を基準に適合

性評価地点を抽出している．各ケースの適合性評価

地点数は，ケース①で 220 地点，ケース②で 61 地点，

ケース③で 185 地点，ケース④で 57 地点である． 

 気象庁及び自治体等の震度観測点の計測震度に

基づき作成した震度分布を図－２に示す．震度５弱

以上の分布は震源からほぼ同心円上に分布してい

るが，震度４は関東地方にしみ出している． 
 

 
図－２ 気象庁の震度分布 

 

 
図－３ ケース①による震度分布 

 

 
図－４ ケース②による震度分布 

ケース①及び②について，最適な断層面位置及

びＭw，並びに計算による震度分布を図－３～図－

４に示す．震度分布形状を図－２と比較すると，震度

４～震度５強の分布が大きくなっている．ケース①で

は震度４の領域が関東地方に偏って分布することを

説明するため，断層面が気象庁の震央位置よりもや

や東側に算定されたが，ケース②では断層面が気象

庁の震央位置付近に位置している．Ｍw は諸機関で

報告されている 6.7(気象庁，2005)，6.6(国土地理院，

2005)，及び 6.5（防災科学技術研究所，2005）の値

に比べ，ケース①では 6.8 とやや大きく求まっている．

ケース①では，気象庁の震源位置よりも断層面が東

側に算定されたため，図－２の震度５弱以上の分布

を説明するためにＭw が大きくなったと考えられる．こ

のように，震度を基準に適合性評価地点を選定した

場合には，遠方の大きな震度を説明しようとして，Ｍ

w を過大評価する可能性がある． 

 次に，ケース③及び④について，最適な断層面位

置及びＭw，並びに計算による震度分布を図－５～

図－６に示す．震度分布形状を図－２と比較すると，

震度４～震度５強の分布がやや大きくなっているが，

概ね良く対応している．断層面位置は，適合性評価 

 

 
図－５ ケース③による震度分布 

 

 
図－６ ケース④による震度分布 
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地点を震源距離に基づき選定しているため，必然的

に震源位置付近に求まりやすいとも考えられるが，気

象庁の震源位置を内包する位置が最適な結果とな

っている．Ｍw は，ケース③で 6.5，ケース④では 6.6

と諸機関の報告結果と良く対応している． 

 

§4. 1828 年三条地震への適用 

4.1 予備検討 

断層面位置のおおよその推定を行うため，(１)の指

標 FP を用いた予備検討を行った．適合性評価地点

は，宇佐美（2003）に示された震度分布図で震度が

表示された地点を用いた．宇佐美（2003）において，

震度を表す記号を数字に置き換えたものを図－７に

示す．ここで震度を表す記号のうち，「Ｅ：大地震」は

震度４，「e：地震」は震度３と判定した．震源から離れ

るにしたがって震度表示点が極端に少なくなることか

ら，震源から 50km 程度以内の震度表示点（32 地点）

を適合性評価地点とした．厳密に言えば，パラメータ

の設定においては，Ｍw と断層面の大きさについて

のスケーリング則を考慮する必要がある．しかし距離

減衰式による震度評価では，断層面の大きさの変動

は断層近傍の計算点以外はほとんど影響しない．そ

のため，予備検討では断層面の大きさを固定して，

断層面位置及びＭw のおおよその推定を行った．断

層パラメータは，三条地震の震源域のすぐ南側で発

生した同程度の規模（Ｍj 6.8）である 2004 年新潟県

中越地震の本震で用いた値を参考に，断層長さ

20km，断層幅 10km，走向 210°とした．傾斜角は西

傾斜 60°，東傾斜 60°及び 90°の３ケース，断層

上端深さは 1,3,5,7km の４ケースを想定した．断層面 

 

 
 

図－７ 三条地震の震度分布（宇佐美，2003） 

 
 

図－８ 断層面位置の設定範囲 
 

表－２ 最適な断層パラメータ 

 
の位置の設定範囲は図－８に示すように， 冨田・他 

(1986)による震度６の範囲を包含するような長方形領

域を設定した．この範囲内で断層面をグリッド間隔

2km で移動させながら最適な結果を与える断層面位

置を探索した．また，Ｍw は 6.5～7.1 を想定した．な

お最適な結果の計算においては，図－７に示す震

度のうち，「５～６」は Io＝5.5，「６～７」は Io＝6.5 とし

て扱った． 

各ケースで最適な結果を表－２に示す．傾斜角

がいずれの場合も，断層上端深さが深くなるにした

がい， Mw の値が大きくなっている． 

各ケースで最適な計算結果による震度分布を図

－９～図－11 に示す．図中には断層面位置も示

す．全般的に記録震度で７となっている震源近傍

最適な計算結果 
№

傾斜
角 

上端
深さ 断層位置 Ｍw FP 

1km 6.8 0.119

3km 6.9 0.122

5km 6.9 0.126
1

西

60°

7km 

北東上端位置
139.00 ﾟ E～ 
139.02 ﾟ E 
37.65 ﾟ N～
37.68 ﾟ N 7.0 0.129

1km 6.8 0.119

3km 6.9 0.122

5km 6.9 0.125
2

東

60°

7km 

北東上端位置
138.98 ﾟ E～ 
139.02 ﾟ E 
37.66 ﾟ N～
37.68 ﾟ N 7.0 0.129

1km 6.8 0.119

3km 6.9 0.122

5km 6.9 0.125
3 90°

7km 

北東上端位置
139.01 ﾟ E～
139.02 ﾟ E 
37.67 ﾟ N～ 
37.68 ﾟ N 7.0 0.129

 

黒枠の範囲内で断層面

を 2ｋｍ刻みで移動 

 燕 

 加茂

 長岡 

 三条 

 冨田ほかによる評価
     震度６の範囲 
     震度７の範囲 

 燕  加茂 

 長岡 

 三条 
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の地点ではやや計算震度が小さく，それより少し離

れた記録震度５～６の地点では計算震度がやや大

きくなっている．ただ，震源から離れた地点ではパ

ラメータを多少変動させても計算震度の変動は大

きく表れない．傾斜角がいずれの場合も，宇佐美

(2003)の震央位置よりも東側の丘陵と平野の境界

付近が最適な断層面位置となり，断層上端深さは

1km，Ｍw は 6.8 となるケースが最適となった． 

 

 
 

図－９ 最適な計算結果（西傾斜 60°Mw6.8） 
 

 
 

図－１０ 最適な計算結果（東傾斜 60°Mw6.8） 

 
 

図－１１ 最適な計算結果（傾斜角 90°Mw6.8） 
 

 
 

図－１２ 断層上端深さを７km とした結果 

（西傾斜 60°Mw6.8） 

 

震源を深くした場合の震度分布の変化を見るため，

西傾斜で断層上端深さを７km とした場合の結果を

図－12 に示す．断層深さを変動させた影響は，断

層最短距離が大きく変化する断層面直上の震度計

算点にしか表れず，断層面直上の地点における算

定震度は，断層上端を１km から７km と深くすることに

より 0.3～0.4 小さくなっているが，震源から離れた地

点ではあまり変化しない．従って，断層面を深くする

と，断層面直上の地点の震度を説明しようとして，表

 燕 
 加茂

 長岡 

 三条 

 燕 
 加茂 

 長岡 

 三条 

 燕 
 加茂

 長岡 

 三条 

 燕 
 加茂 

 長岡 

 三条 
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－２に示すようにＭw が大きく求まると考えられる． 

司・翠川（1999）の距離減衰式では震源深さの影

響を考慮しており，同じ距離であれば深い地震ほど

地震動が大きくなるが，本検討のように浅い地震の

深さ数 km 程度の変動であれば地震動にあまり影響

を与えないと考えられる．また，図－７に示した三条

地震の震度分布では，震源近傍における震度７の地

点の数が多く，断層面直上の震度７の地点は過小評

価，それ以外の地点は過大評価になる傾向があるた

め，断層上端深さを深くすると，各々最適となるケー

スの FP の値が大きくなると考えられる． 

また，傾斜角による影響は，３ケースで適合性にほ

とんど差異が見られなかった．傾斜角の変更により震

源距離が大きく変動し，震度評価に影響を受けるの

は，震源近傍である．したがって傾斜角を精度よく推

定するためには，特に震源近傍において，十分な適

合性評価地点数を確保する必要があると思われる． 

 

4.2 震度６及び震度７の分布範囲に対する検討 

  冨田・他(1986)による震度分布図の震度６及び震

度７の分布範囲との適合性を検討するため，面的な

評価を行った． 

  震度の計算領域は，宇佐美(2003)の震央位置を

中心とする東西方向及び南北方向とも 50km 程度の

矩形領域（東経 138.6°～139.2°，北緯 37.4～

37.8°の範囲）の陸域で，防災科学技術研究所の

500m メッシュで表層地盤増幅率が示された 7165 地

点とした．検討ケースは，表－３に示すように予備検

討結果に基づき，西傾斜 60°の最適な位置でＭw

を 6.6～6.9 に変動させたケース及び東傾斜 60°で

Ｍw6.8 としたケースの５ケースを想定した．Ｍw6.6 の

断層長さを 20km，断層幅を 10km として，Ｍw の変動

に応じたスケーリングに合わせて，断層長さ及び断

層幅を設定した．また，走向は予備検討と同じく，西

傾斜で 210°，東傾斜で 30°とした．断層上端深さ

は 1km とした． 
 

表－３ 断層モデルの検討ケース 

 

 
図－１３ 震度分布図（ケース１） 

 

 
図－１４ 震度分布図（ケース２） 

 

 
図－１５ 震度分布図（ケース３） 

№ 長さ 幅 傾斜角 Ｍw 断層北東上端

1 20km 10km 西 60° 6.6 
139.00 ﾟ E 
 37.65 ﾟ N 

2 22km 11km 西 60° 6.7 
139.00 ﾟ E 
 37.65 ﾟ N 

3 25km 13km 西 60° 6.8 
139.00 ﾟ E 
 37.65 ﾟ N 

4 28km 14km 西 60° 6.9 
139.00 ﾟ E 
 37.65 ﾟ N 

5 25km 13km 東 60° 6.8 
138.99 ﾟ E 
 37.67 ﾟ N 
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図－１６ 震度分布図（ケース４） 
 

 
図－１７ 震度分布図（ケース５） 

 
各ケースについて，震度６及び震度７と計算された

地点の分布をそれぞれ図－13～図－17 に示す．図

には断層面位置及び冨田・他（1986）による震度分

布図の震度６及び震度７の範囲を重ね描いた． 

計算による震度６の分布は，断層方向にカプセル

状に広がり，平野のある北側と南側にさらに広がって，

全体的に計算結果の方が広く分布している．また，

Ｍw6.6 の計算結果と冨田・他(1986)による分布との

南西側の広がりが良く対応している． 

計算による震度７の分布は，断層上端に沿って線

状に延びるが，Ｍw6.9 のケースでも断層直交方向に

はあまり広がらず，冨田・他(1986)による分布との対

応が悪い．また断層を西に傾斜させた場合（ケース

３）と東に傾斜させた場合（ケース５）では，計算によ

る震度分布に大きな差異は見られない． 

§5. 考察 

  2004 年新潟県中越地震では，震度７の範囲は川

口町など限られた分布となっている．これに対し, 三

条地震は Mj が 6.9（宇佐美,2003）と新潟県中越地震

と同程度の規模であるにもかかわらず,冨田・他

(1986)による震度分布図では震度６と震度７が重なる

領域が大きく，震度６の領域の広がりに対して震度７

の領域の広がりが大きい分布を示している．  

 この地震では植竹・他(2005)が液状化の分布をまと

めており，冨田・他(1986)による震度７の範囲を中心

に液状化発生地点が広範囲に及んでいることを示し

ている．また，地盤の液状化により建築物の倒壊率

が大きくなったという指摘もあり（冨田・他，1986），冨

田・他(1986)による震度７の範囲では地震動のレベ

ルとしては計測震度７を下回る可能性も考えられる． 

 そこで，Ｍw6.6 として，震度６及び７に代わり震度６

弱（計算震度 5.5 以上 6.0 未満）及び震度６強以上

（計算震度 6.0 以上）と評価されている領域の分布を

計算し，冨田・他(1986)の震度６及び震度７の範囲と

比較したものを図－18 に示す。計算による震度６強

以上の分布は冨田・他(1986)の震度７の分布より若

干大きいが，分布の形状等を含めて比較的良く対応

している． 

 

 

 

 

 
図－１８ 震度分布図 

 

  一方，震度６の分布に関しては，Ｍw6.6 の計算結

果と冨田・他(1986)による分布との南西側の広がりが

良く対応しているが，計算結果では東側の丘陵や長

岡より南側及び燕・加茂の北側にも少し広がった分

布をしている．ただし，丘陵側及び長岡の史料が少

なく東側と南側の詳細な震度分布については必ずし

も明確ではないと考えられる．また，宇佐美(2003)に
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よる震度分布では燕・加茂の北側（田上，中之口・新

津・五泉）にも震度６の地点が広がっており，計算結

果と対応している． 

 したがって，震度６の東側と南側の分布については

やや対応が不十分ではあるが，西側と北側について

はＭw6.6 の計算結果で説明できると考えられる． 

 

§6.まとめ 

 距離減衰式を用いた地震動評価手法により，1828

年三条地震の史料に基づく震度分布を良く説明でき

るような断層面位置とマグニチュードの推定を試みた．

断層面位置を三条市の東側の平野と丘陵の境界付

近としＭw6.6 としたケースにおいて，冨田・他(1986)

の震度６の分布をある程度説明できたが，液状化の

発生が指摘される震度７の分布との対応は悪い．た

だし，震度６強以上（計算震度 6.0 以上）と評価され

ている計算領域と冨田・他(1986)の震度７の領域は

比較的良く対応した． 
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